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Ⅰ．策定の目的 

 
男女共同参画社会および地域コミュニティの構築が推進される中、当法人には児童福

祉の向上を図ることはもとより、地域コミュニティの一翼を担う存在として社会貢献す

ることが求められています。福祉事業として利用者や地域の期待に応えるためには、職

員の専門性や問題解決能力を高めていくとともに、職員一人ひとりが使命感を持ち、理

念に基づいて業務従事し、持てる力を十分に発揮することが必要です。 

職員の育成の基本は自己啓発にあるのはもちろんですが、その自己啓発の契機とな

り、実際の学習の機会ともなる各種研修の充実、また、職員の能力と働く意欲を引き出

し、職員がいきいきと働くことのできる職場環境の形成が重要であり、これらが相互に

機能しあって人材育成が効果的に行われていくと考えられます。したがって、求められ

る職員像等を示し「研修・職場環境・人事」の三つの視点から総合的に取り組むことと

します。 

 

 

Ⅱ．人づくりの基本理念と求められる職員像 

 
 【人づくりの基本理念】 

  １．職員の持つ個性を活かし、能力を引き出す 

    職員一人ひとりの持つ個性、能力、資格等の把握に努め、その適性を活かした人

事配置を進めるとともに、様々な研修を実施し、職員の能力向上を図ります。 

２．職員のやる気を起こすシステム、組織をつくる 

    職員が自己啓発への意欲を高めて仕事にやりがいと喜びを感じることができるシ

ステムといきいきと仕事を行うことができる職場・組織の形成を図ります。 

３．職員が変革をおそれない風土をつくる 

    社会状況の変化に応じた組織体制が求められています。職員がこれらの変革をお

それず、積極的に対応していくように意識の高揚を図ります。 

 

  【求められる職員像】 

  １．倫理観と使命感を持ち、保護者や児童から信頼される職員 

    福祉事業従事者であり、子どもの人格形成期に深く関与する職務であることを自

覚のもと、高い倫理観と強い使命感を持ち、親切で丁寧な対応と思いやりの精神で

周囲に接することができる職員。必要に応じて同僚にアドバイス等ができるなど、

同僚からも信頼される職員。 

２．会員、執行部、理事会との協働による組織運営・業務遂行を行う職員 

    常に問題意識をもって、会員や利用者の立場を理解して組織運営や業務遂行にあ

たる職員。 

３．自己啓発に強い意欲を持ち、業務に積極的に取り組むことのできる職員 

    自分を成長させることに強い意欲を持ち「前例踏襲」にとらわれず、新しい観点

から業務上の課題を抽出して解決策を考えようとする柔軟性と、指示を待つだけで

なく、自ら考えて行動する積極性の双方を併せ持つ職員。 

４．組織の一員として高いコスト意識と経営感覚を備えた職員 

    組織経営の基本は「最小の経費で最大の効果」である。業務遂行にあたってはで

きる限り無駄を省くべく高いコスト意識を有し、施策の展開について効率的な学童

運営等を行うような経営感覚を備えた職員。 



 

 【職員に求められる能力】 

  １．担当する業務を適正に遂行するために必要な基本的な能力 

    具体的には、業務に関連する知識の習得に努めることにより、職員（指導員・事

務局員）としての適正な判断ができ、他者に的確な説明ができる能力。 

２．基本理念等を理解したうえで、自らの担当業務を計画的に遂行できる能力 

    基本理念等を理解して、担当業務を検証・評価しながら計画的に遂行する能力。 

３．良い人間関係を構築し、維持する能力 

    組織においては共同による職務遂行が求められる。職員同士が協力しあい保育目

標を達成していくために必要なコミュニケーション能力。 
 

  （階層ごとの具体的な役割と能力の基準） 

階層 基本的役割 求められる能力 具体例 

主任級 

・法令遵守の原則に基づいた客観

的判断により業務を効果的に

遂行する。 

 

 

 

・業務に対する学校や保護者との

連絡調整 

 

 

・施策立案・評価（ＰＤＣＡサイ

クル）を行い、施策実行に責任

を持つ 

・リーダーシップを発揮し、施策

実行や課題解決を的確に行う。 

 

・所属職員を育成し、的確な指示

を行う。 

 

・意思決定能力 

・的確な判断力 

 

 

 

 

・対外調整能力 

 

 

 

・検証能力 

・企画立案分析力 

 

・リーダーシップ能

力 

 

 

・人材育成能力 

・指導力 

・サービス残業の禁止や休

憩時間の確保。 

・時間外労働、勤務形態に

ついて「費用対効果」を

意識した業務遂行。 

 

・法人経営を理解して役員

や保護者、学校との連絡

調整に努める 

 

・法人理念に基づいた保育

計画の策定及び実施学

童運営に係る業務の検

証及び評価 

・専門知識の活用 

 

・職員の業務能力の掌握と

伸長を図る。 

・職員のメンタルヘルスを

行う。 

経 年 ５

年以上 

・主任級を補佐し、課題解決のた

めの方策を提案する。 

・学童運営に係る目標達成に向け

て主体的に行動する。 

 

・後輩を指導育成する。 

・課題処理能力 

・判断力 

 

 

 

・指導力 

・主任不在の場合は業務を

代行する。 

・主任とともに課題解決の

方策を検討する。 

 

・後輩職員の業務状況を掌

握し、サポートする。 

経 年 ２

年以上 

・業務全般に積極的に取り組む。 

 

 

・後輩の手本となる。 

 

・業務遂行能力 

 

 

・自己検証能力 

・専門知識および技術を日

常業務に活かす。 

 

・後輩職員の業務状況を確

認し、サポートする。 

経 年 ２

年未満 

・職員としての基本的な知識と倫

理観を持ち、担当職務を確実に

遂行する。 

 

・職務に問題意識を持ち、自己啓

・職務遂行能力 

 

 

 

・目標設定、検証能力 

・基本理念を理解し、業務

を確実にミスなく遂行

する。 

 

・報告連絡相談を怠らな



発意欲を高める姿勢がある。 い。 

Ⅲ．人材育成のための基本的方策 

 
１．職員研修 

  （１）自己啓発 

    人材育成は、本人の意欲と主体性があって初めて可能となることから、自己啓発

は人材育成の基本となるものです。目標を設定し、自ら能力向上に努め、これを達

成することにより、さらなる能力開発につなげていくことが重要です。 

（２）職場内研修（OJT） 

    職場研修は、日常的に職員個人の特性に応じた個別指導が可能であることから、

人材育成の最も重要な柱となるものです。日常の業務を遂行する過程を人材育成の

機会として積極的に活用していくことが大切です。 

    ＯＪＴの効果 

    ①日々の担当業務を通じて、指導を長期的・継続的に行うことができるため、指

導内容を習得しやすい。 

    ②職員各人の育成状況に応じた、きめ細やかな指導が可能である。 

    ③効果が業務に即時反映される。 

    ＯＪＴの効果的な進め方 

  ①職場で心がけること 

  ・ちょっとしたことでも、気づいたときに議論のテーブルにのせる。 

  ②指導者が心がけること 

  ・業務の目標、必要性、達成期限などを明確に示す。 

  ・担当業務の職務遂行に迷っている様子がみえたら的確なアドバイスを行う。 

  ・進捗状況の確認（報告をさせる、「○○はどうなった？」等）を行う。 

  ・業務報告に対し、評価・助言して次の目標設定を明確に示す。（PDCA サイク

ル） 

  ③指導される側（非育成者）が心がけること 

  ・謙虚さと素直さをもって享受する。 

  ・常に問題意識をもって業務を遂行する。 

  ・疑問や不安があるときは、上司や先輩に相談し、納得したうえで業務にあた

る。 

（３）職場外研修（OFFJT） 

    職場外研修とは、一定の期間職場を離れて行われる研修で、専門研修や派遣研修

等が該当します。他の職場の職員や、他の事業所の職員と相互に啓発しあう機会と

しても重要です。 

 

２．職場環境 

  （１）職員の役割 

    職場は、職員の能力開発にとって最も重要な場所であり、特に学童運営に際して

は、職場環境が学童の雰囲気に反映することもあります。このため、職員一人ひと

りが役割を果たし、互いを尊重し、認め合いながら、より良い職場関係の構築を図

る必要があります。 

・自らの職務遂行状況を定期的に振り返り、良かった点や反省すべき点を分析し、認

識することで自己の適正をふまえ、今後、能力開発に向けて何をすべきか意識して

職務に取り組みます。 



・能力開発を効果的に進めるために、自己のキャリアデザイン（将来像・目標）を明

確に描き、自己啓発に取り組みます。 

・自己啓発は人材育成の基本であり、職員自らが自己啓発意欲を持ち続けることが重

要です。目標を設定し、自己啓発により能力向上に努め、職務の中でその成果を発

揮し、自らを検証することで次の能力開発につなげていく必要があります。 

・自らの能力を十分に発揮するためには、心身ともに健康であることが重要です。自

分の健康は自分で守ることを基本に、日頃から自己の健康管理に努めます。 

（２）主任級職員の役割 

  職員の能力開発と職場環境の構築において、主任級職員は、日頃から職員との意

思疎通を密にして職員の能力・適正・個性・健康状態を把握し、職場全体の状況を

掌握することにより、職員が能力開発を十分発揮できる職場づくりを心がけること

が必要です。 

 ・職員の能力・適正を客観的に把握することは極めて重要であり、主任級職員は、

日頃よりあらゆる機会を通じて、職員とのコミュニケーションを確保し、常に職

員の状況把握に努めます。 

 ・業務を通して日頃から職員を育成指導することは、職員の能力開発にとって大き

な意味を持ちます。主任級職員は、職員の能力開発・活用の観点から、役割分担

の決定を行い、今後伸長すべき能力を見極めた助言を行います。 

 ・職員の能力開発への意欲は職場の雰囲気によって大きな影響をうけることから、

主任級職員は、職員が相互に啓発しあう職場風土を醸成することが重要です。こ

れは、主任級職員自身の仕事に対する姿勢や態度、職員の能力開発に対する態度

（ほめて伸ばす）によって醸し出されることを十分に理解しておく必要がありま

す。 

 ・職員が心身両面にわたる健康を保持していくためには、主任級職員が職員の健康

管理について、指導・助言していくことが重要です。主任級職員は、体調を崩し

ている職員やストレスを抱えている職員の早期発見に努め、必要時応じて医療機

関の受診を促す等の助言を行います。 

 

３．人事 

（１）適材適所の人事配置 

  限られた人員で質の高い保育を提供していくためには、職員一人ひとりが自己の

能力を最大限発揮することが重要です。このため、職員の能力や適性、意欲などを

活かした人事配置を実施し、職員の能力開発や能力活用に努める必要があります。 

 ・職員の個性、資質、資格等を活かした適材適所の人事異動を進めていくために職

員調書等により、職員の異動希望や勤務の状況、職場環境、自己啓発希望などの

把握に努めます。 

 ・職員一人ひとりの能力を適正に把握して「人事管理委員会」による公平な評価に

基づいた人事配置を推進します。 

 ・仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の実現が求められる中で、健康上の

理由や家庭の事情等により現在の職責を果たせない場合に、本人の希望により降

任できる制度を実施します。 

 

（２）職員の業務評価 

人事配置では、ＰＤＣＡサイクルの活用による自己評価はもとより共に働く職員か

らの評価も参考にしながら、日頃の業務を通じて発揮された職員の能力や成果を公平

に評価することが求められます。   



・一方的な情報に偏らない「専務理事による現場検証」を実施します。 

   ・先入観や偏見にとらわれないように「評価」について研修を実施し、共通理解を

もとに「公正公平な評価」に努めます。 


